
 

第 130 回島根県立大学教育研究評議会議事要旨 

（平成 30年度 第９回） 

・日 時 平成３０年１２月２５日（火） １５：００～１５：４０ 

・場 所 浜田キャンパス会議室、出雲キャンパス大会議室、松江キャンパス大会

議室 

・出席者 清原学長、江口副学長、山下副学長、岸本副学長 

     林総合政策学部長、梶谷看護栄養学部長、岩田人間文化学部長、吾郷教務

部長、マユー教務部長、佐藤学生生活部長、今中学生生活部長、田中学生

生活部長、石橋看護学研究科長、狩野別科長、李 NEAR センター長、落部

事務局長 

・欠席者 犬塚教務部長 

 

○第 129 回教育研究評議会の議事要旨の確認について 

  第 129 回教育研究評議会の議事要旨について、原案どおり承認された。 
 

《審議事項》 

（１）教員人事に係る教育研究評議会人事委員会の構成（案）について（浜田キャ

ンパス） 

江口副学長から、教員人事に係る教育研究評議会人事委員会の構成（案）につ

いて、報告事項１と合わせて資料（略）により説明があり、承認された。 

佐藤学生生活部長より、担当科目が示されていない採用予定者がいるが、どう

する予定か確認があり、江口副学長から、担当科目は今後調整したい旨の回答が

あった。 

 

（２）大学院担当教員人事に係る教育研究評議会人事委員会の構成について（出雲

キャンパス） 

山下副学長から、大学院担当教員人事に係る教育研究評議会人事委員会の構成

（案）について、報告事項２と合わせて資料（略）により説明があり、承認され

た。 

 

（３）北東アジア地域研究センター客員研究員の選考について（浜田キャンパス） 

李 NEAR センター長から、北東アジア地域研究センター客員研究員の選考につ

いて、資料（略）により説明があり、承認された。 

 

（４）大学院看護学研究科博士後期課程長期履修規程の制定について（出雲キャン

パス） 

石橋看護学研究科長から、大学院看護学研究科博士後期課程長期履修規程の制

定について、資料（略）により説明があり、承認された。 

清原学長より、従来の規程に追加するということか確認があり、石橋看護学研

究科長から、従来あった修士課程規程を、博士課程設置に伴い改める旨の回答が

あった。 



 

 

（５）別科学則の変更について（出雲キャンパス） 

  狩野別科長から、別科学則の変更について、資料（略）により説明があり、承

認された。 

  落部事務局長より、変更理由について確認があり、狩野別科長から、実習受入

先の体制変更による定員減という旨の回答があった。 

 

（６）島根県立大学出雲キャンパス研究倫理審査規程の改正について（出雲キャン

パス） 

山下副学長から、島根県立大学出雲キャンパス研究倫理審査規程の改正につい 

て、資料（略）の一部文言を修正することの説明があり、修正後の資料（略）で

承認された。 

 

（７）アジア・パシフィック大学（マレーシア）との包括協定・学生交流協定の締

結について（浜田キャンパス） 

  ケイン国際交流センター長から、アジア・パシフィック大学（マレーシア）と

の包括協定・学生交流協定の締結について、資料（略）により説明があり、承認

された。 

 

（８）その他 

  なし 

 

《報告事項》 

（１）専任教員の選考開始の学長発議について（浜田キャンパス） 

※審議事項（１）で説明済みのため省略 

 

（２）大学院担当教員の選考開始の発議について（出雲キャンパス） 

※審議事項（２）で説明済みのため省略 

 

（３）専任教員の採用予定者について（出雲キャンパス） 

山下副学長から、専任教員の採用予定者について、資料（略）により報告があ

った。 

 

（４）専任教員の昇任について（浜田キャンパス） 

江口副学長から、専任教員の昇任について、資料（略）により報告があった。 

 

（５）専任教員の昇任について（出雲キャンパス） 

山下副学長から、専任教員の昇任について、資料（略）により報告があった。 

 

（６）専任教員の昇任について（松江キャンパス） 

岸本副学長から、専任教員の昇任について、資料（略）により報告があった。 

 

（７）協定留学の全学対応に係る募集・選考の流れについて（浜田キャンパス） 



 

  ケイン国際交流センター長から、協定留学の全学対応に係る募集・選考の流れ

について、資料（略）により報告があった。 

  

（８）その他 

  清原学長から口頭により、学長代行及び副学長の人事について、2019 年１月

４日に学内発表をする予定であると発表された。 

 

次回開催予定：平成３１年１月２３日 


